別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費
	事業名: 新　果樹経営支援対策推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　野菜・果樹特産係　電話番号：058-272-1111（内2865）

　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：   1,000千円（前年度予算額：       0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


○産地ごとの取り組み

・各果樹産地の構造改革を図るため、地域ごとあるいは品目ごとに果樹産地協議会を設立し、産地計画の策定･見直しを行う経営支援対策事業推進会議や、地域における推進会議を開催します。
・国の事業（果樹経営支援対策整備事業及び未収益期間支援事業）等を活用した優良品種への転換を図っていくよう誘導します。

○品目別の取り組み

・｢袋掛け富有柿｣｢果宝柿｣の生産拡大に向けた栽培技術研修会の開催、市場での品質検討会開催により流通ルートを確保していきます。

・カキに含まれる機能性成分調査、糖度及び日持ち性等の品質に関する調査を行い、カキの消費拡大、需要喚起につなげていきます。

・クリの品種組み合わせ、高品質栽培、低樹高栽培等による生産拡大、収益増加を図っていきます。
・モモ｢飛系モモ１号｣、ナシ「なつしずく」の特徴等のＰＲと生産拡大に向けた普及推進に取り組んでいきます。
	２　所要経費


（1） 産地ごとの取り組み

139千円
（2） 品目別の取り組み

861千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	○産地ごとの取り組み

産地協議会の設立と産地計画の策定・実践に取り組んでいくことで、果樹産地の活性化を図っていきます。そのため、国や県の事業を活用した優良品種への改植・新植を推進し、収益向上・生産拡大につなげていきます。また、国の事業を活用し、担い手確保、園地流動化、販路開拓に取り組んでいきます。

○品目別の取り組み
カキ：｢果宝柿｣の生産量確保と､トップブランドとして認知度向上することで､「岐阜柿」全体の販路拡大に繋げていきます。また、カキの機能性成分やおいしさ指標を分析調査し、健康に良い果実としてPRします。

クリ：産地活性化がめざましい恵那地域のクリ産地に追随するよう県内の他の産地においても、定年帰農者の取り込み、品種構成の見直し、高品質化、低樹高栽培など栽培技術向上を図り、生産量の増大を図っていきます。
モモ・ナシ：モモ｢飛系モモ１号｣、ナシ「なつしずく」の特徴等のＰＲをおこない、県内各産地への普及を図っていきます｡


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	｢果宝柿｣販売数

	189個
（H21）
	（H  ）
	（H  ）
	305個
（H23）
	5,000個
（H27）
	％


	クリ低樹高･超低樹高栽培面積
	80ha
（H21）
	（H　）
	（H　）
	117ha
（H23）
	130ha
（H27）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	担い手の高齢化や単価の低迷による所得減少などが原因でモチベーションが低下しており、結果として放任園の増加、宅地化等による栽培面積の減少を招いていることから、果樹産地構造の改革による産地の活性化が急務である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	事業の周知徹底を図るとともに、各関係機関が連携して取り組んでいく必要がある。



（次年度の方向性）
	　国の事業（果樹経営支援対策事業等）は他県で大きな成果を上げており、現在のところH26年度まで継続予定である。果樹産地の構造改革・活性化に非常に有効な手段であることから、本県においても積極的に取り組み活用していけるよう推進していく。


